
地 震 対 策 セ ミ ナ ー 

－ 私たちは忘れないあの日のことを そして明るい未来へ － 

講 演 資 料 
 

 

◆開催日  平成１８年１１月２４日（金） 

  

 

◆会 場  大宮ソニックシティ２階 小ホール 

 

 

◆主 催  文部科学省、埼玉県 

 

 

 
13:00 開 場 
 
 
   
13:00～13:40 開会の挨拶 
 
 
  
13:40～14:10 説 明「全国を概観した地震動予測地図について」 
 
            文部科学省研究開発局地震・防災研究課 
 
 
 
14:10～15:40 講 演「震度７を生き抜く－中越地震被災地医師が得た教訓」 
 
            講師：田村 康二  医療法人長岡市立川メディカルセンター常勤顧問 
                      山梨医科大学名誉教授 
 
 
15:40～15:50 休 憩 
 
 
   

15:50～17:00 講 演「都市災害：阪神・淡路大震災からの教訓」 

  
            講師：稲谷 利輝  人と防災未来センター語り部  
 
    
  
17:00 閉 会 
 
 
 
※各講演終了前に質疑応答を予定 
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文部科学省研究開発局地震・防災研究課 
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文部科学省研究開発局地震・防災研究課

地 震 対 策 セ ミ ナ ー

－ 私たちは忘れないあの日のことを
そして明るい未来へ －

（ 埼 玉 県 ）

全国を概観した地震動予測地図について

１． 地震の発生状況

２． 地震調査研究推進本部とは

３． 全国を概観した地震動予測地図
(1) 確率論的地震動予測地図
(2) 震源断層を特定した地震動予測地図

４． 地震動予測地図の活用

５． 地震に関する学校環境
○公立学校施設の耐震化状況
○防災教育への資料提供

目 次
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１．地震の発生状況について

全国を概観した地震動予測地図について

世界で発生している地震の状況（1995年1月1日～2005年12月31日)

日本と世界との比較

○ 日本の陸地は、世界の陸地の約１％にも満たない

○ 世界の約１０％の地震が発生

深さ (km)

全国を概観した地震動予測地図について

一年間に日本付近で発生する地震(2005年1月1日～12月31日)

深さ (km)
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2.地震調査研究推進本部について

全国を概観した地震動予測地図について

地震調査研究推進本部の設置の経緯

・ 阪神・淡路大震災（平成7年1月）の教訓
・地震に関する調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に
十分に伝達される体制になっていなかった。

・ 地震防災対策特別措置法の制定（平成7年7月）
・全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため、地震防災
対策特別措置法が議員立法によって制定。

・行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明
らかにし、これを政府として一元的に推進するため、同法に基
づき、政府の特別の機関として「地震調査研究推進本部」を設置。

全国を概観した地震動予測地図について

地震調査研究推進本部
（本部長 文部科学大臣）

政策委員会 地震調査委員会
調査観測計画部会
予算小委員会
成果を社会に活かす部会

長期評価部会
強震動評価部会

総合基本施策
調査観測計画

調査観測データ、
研究成果

気象庁気象庁

国、地方公共団体等
の防災対策

国、地方公共団体等
の防災対策

連携

大学大学

(独)防災科学
技術研究所

(独)防災科学
技術研究所

国土地理院国土地理院 気象庁気象庁 海上保安庁海上保安庁

(独)産業技術
総合研究所

(独)産業技術
総合研究所

(独)情報通信
研究機構

(独)情報通信
研究機構

(独)海洋研究

開発機構

(独)海洋研究

開発機構

地震調査研究推進本部の構成

調査観測、研究等の実施

本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から
構成され、その下に関係機関の職員及び学識経験者から構成さ
れる政策委員会と地震調査委員会が設置されています。

※地震調査研究推進本部員：内閣官房副長官、内閣府事務次官、総務事務次官、
文部科学事務次官（本部長代理）、経済産業事務次官、国土交通事務次官

消防研究
センター

消防研究
センター

文部科学省文部科学省
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地震調査研究の推進について
－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について

の総合的かつ基本的な施策－
（平成11年4月23日、地震調査研究推進本部）

「総合基本施策」

• 当面推進すべき主要な施策
① 地震動予測地図の作成

② リアルタイムによる地震情報の伝達の推進

③ 大規模地震対策特別措置法に基づく地震

防災対策強化地域及びその周辺における

観測等の充実

④ 地震予知のための観測研究の推進

全国を概観した地震動予測地図について

３.全国を概観した地震動予測地図について

全国を概観した地震動予測地図について

全国を概観した地震動予測地図の概要

• 確率論的地震動予測地図

– 対象地域に影響を及ぼす全ての地震を考慮して、
各地震の発生確率と、地震が発生したときの揺
れの強さの予測値に対するばらつきを加味した、
強い揺れに見舞われる可能性の地図。

• 震源断層を特定した地震動予測地図

– ある特定の地震が発生したときに、対象地域で
予測される揺れの強さを示した地図。

「全国を概観した地震動予測地図」は、「確率論的地震動予測
地図」と「震源断層を特定した地震動予測地図」という観点の異
なる２種類の地図で構成されている｡
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３.全国を概観した地震動予測地図について

(1)確率論的地震動予測地図について

全国を概観した地震動予測地図について

全地震

主要98断層帯
の固有地震

＋
海溝型地震

＋
その他の地震

確率論的地震動予測地図 （３０年以内に震度６弱以上に見舞われる確率）
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確率論的地震動予測地図

0

5

10

15

20

25

30

35

海溝型 ９８活断層 その他の活断層 そ の他

対象地点に影響する
全ての地震について
発生の可能性、地震
の規模、震源からの
距離、地盤の揺れや
すさを考慮して影響
度を評価

一定以上の強い
揺れに見舞われ
る確率

①震度６弱以上になる確率の地図上の数値
②３％の確率で見舞われる震度の地図上の数値

約1km四方の領域での評価結果
４ ５弱 ５強 ６弱 ６強

以上

33%

①

②

発生確率

震度

今後30年以内
に一定の震度
以上の揺れに
見舞われる確
率

全国を概観した地震動予測地図について

地震基盤
数キロメートル

浅い地盤構造
揺れが

増幅される

地 表

地 震 波
震源

工学的基盤
数十メートル～数百メートル

深い地盤構造
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表層地盤が軟弱な場所
では、増幅率が高く、地
表では強い揺れになる
恐れがある。

人口が集中している堆積
平野では、軟弱な地盤が
多く、強い揺れに見舞わ
れる恐れがある

「浅い地盤構造」のモデルに
基づいて、そこから地表まで
の最大速度の増幅率を示し
た地図

低い← 増幅率 →高い

全国を概観した地震動予測地図について

確率論的地震動予測地図で考慮した地震

• 主要98断層帯に発生する固有地震

• 海溝型地震

• その他の地震（長期評価の対象となっていない地震）

– 震源断層をある程度特定できる地震
• 主要98断層帯以外の活断層に発生する地震

• 主要98断層帯に発生する地震のうち固有地震以外の地震

– 震源断層を予め特定しにくい地震
• プレート間で発生する地震のうち大地震以外の地震

• 沈み込む（沈み込んだ）プレート内で発生する地震のうち大地震
以外の地震

• 陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発
生する地震

• 上記のいずれかに分類することが困難なため地域特性を考慮し
て分類した地震（浦河沖、日本海東縁部、伊豆諸島以南、南西諸
島付近の震源を予め特定しにくい地震）
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主要９８断層帯とは、

「新編日本の活断層」において、

原則として、下記の条件を満たすもの

〇長さ20km以上のもの 等

〇活動度Ａ又はＢのもの

〇確実度Ⅰ又はⅡのもの

• 主要98断層帯に発生する固有地震

確率論的地震動予測地図で考慮した地震

全国を概観した地震動予測地図について

主要98断層帯に発生する固有地震（滋賀県）

琵琶湖西岸断層帯

想定される地震の規模：Ｍ７．８程度

30年以内の発生確率：0.09%～9%

平均活動間隔：約1900年-4500年

最新活動時期：約2800年前-2400年前

全国を概観した地震動予測地図について

確率論的地震動予測地図で考慮した地震
• 海溝型地震

– 南海トラフの地震

– 宮城県沖地震および

三陸沖から房総沖に

かけての地震

– 千島海溝沿いの地震

– 日本海東縁部の地震

– 日向灘および南西諸島

海溝周辺の地震

– 相模トラフ沿いの地震

東南海地震

想定される地震の規模：Ｍ8.1前後

30年以内の発生確率：60%程度

平均発生間隔：86.4年

最新発生時期：1944年12月

（昭和東南海地震）
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陸域で発生する地震のうち
活断層が特定されていない場所で発生する地震

陸域の浅い震源を特定しにくい地震の発生頻度
（0.1度四方あたり、M5.0以上）

【評価の方法】
１．発生領域を地域区分

２．その地域で過去発生した地震のうち

長期評価に用いられていない地震の最
大マグニチュードを設定

３．地震の規模別発生頻度にもとづいて
地震発生確率を規模別に評価

全国を概観した地震動予測地図について

３０年以内に震度６弱以上に見舞われる確率

さいたま市役所

防災科学技術研究所

地震ハザードステーションJ-SHIS

さいたま市（埼玉県）は震度
６弱以上になる可能性が高く、

南関東のマグニチュード７程度
の地震、南海トラフの地震の影
響度が高い。

今後30年以内に発生する確
率は埼玉県庁 11.5％、さい
たま市役所11.8％

東京都

神奈川県

茨城県

埼玉県

さいたま市

千葉県
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震源断層を特定した地震動予測地図

⑬ ⑭

①

②

③

④⑤⑥

⑧ ⑨

⑩⑪

⑫

⑪山崎断層帯

⑬布田川(ふたがわ)・日奈久
(ひなぐ)断層帯(中部・南西部)

山脈南縁)

⑭日向灘
(ひゅうがなだ)

⑩琵琶湖
西岸断層帯

アスペリティ ： すべり量が特に大きく強い地震波を発生する領域

アスペリティ

⑤砺波(となみ)平野断層帯・呉羽山断層帯
⑦森本・富樫
（とがし）断層帯

⑥糸魚川－静岡構造線断層帯(北部・中部)

①石狩低地東縁断層帯(主部)

③山形盆地断層帯
②三陸沖
北部の地震

④宮城県沖地震

⑧高山・大原断層帯 ⑨三浦半島断層群

１１の断層帯と３つの海溝型地震の強震度評価

⑦

⑫中央構造線断層帯(金剛山地東縁-和泉
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今後30年以内に震度６弱以上の揺れをもたらす可能性のある地震の影響度

地震の影響度

さいたま市役
所(埼玉県)

11．8％
38% 45% 10% 3%

さいたま市（埼玉県）は震度６
弱以上になる可能性が高く、南

関東のマグニチュード７程度の
地震、南海トラフの地震の影響
度が高い。

今後30年以内に発生する確率
は埼玉県庁 11.5％、さいたま
市役所11.8％

全国を概観した地震動予測地図について

図 今後30年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率（中日本地域）
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図 中日本地域の主要98断層帯の位置と海溝型地震の領域

赤線：主要98断層帯

青線：海溝型地震の領域

南海トラフ（南海～東南海
～想定東海地震）

茨城県沖

福島県沖

南関東
(Ｍ７程度
の地震)

さいたま市
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図 年発生確率の比較

500年に１回

100年に１回

1,000年に１回

やや高い：
0.1%～3%

高い：
3%以上

本「地図」での確率

火災で死傷(0.24%)

交通事故で死亡(0.20%)

火災で罹災(1.9%)

交通事故で負傷(24%)
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確率論的地震動予測地図におけるそれぞれの地震の影響度

今後30年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図

主要98断層帯の固有地震
のみの場合

海溝型地震
のみの場合

その他の地震
のみの場合
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今後30年以内に３%の確率で見舞われる可能性のある揺れの強さ

防災科学技術研究所

地震ハザードステーションJ-SHIS
震度３以下 ４ ５弱 ５強 ６弱 震度６強以上

東京都

神奈川県

茨城県

埼玉県

さいたま市役所

千葉県

さいたま市
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３.全国を概観した地震動予測地図について

(2) 震源断層を特定した地震動予測地図について

全国を概観した地震動予測地図について

揺れの強さに影響を与える震源断
層がどのように破壊されるのかという
ことや地震波が伝わる地下の詳細な
構造までも評価の要素として取り込
んでいる｡

確率論的地震動予測地図を作
成する過程において作成したもの
で、主要98断層帯で発生する地震
や海溝型地震の強震動評価を
行っている｡

「詳細法」と「簡便法」による強震動評価の概念図

全国を概観した地震動予測地図について

主要98断層帯で発生する地震に対して

予測された地表の震度分布（その１）

地震規模：M8.0程度

30年以内の発生確率：2%以下

平均活動間隔：約1200年ー3700年

最新活動時期：13世紀以後

27-1 長岡平野西縁断層帯

地震規模：M7.4程度

30年以内の発生確率：1%

平均活動間隔：2000－3000年程度

最新活動時期：不明

39-1 十日町断層帯西部

39ｰ1
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地震規模：M8.0程度

30年以内の発生確率：ほぼ0%～0.008%

平均活動間隔：約13000年ー30000年

最新活動時期：約6200年前ｰ2500年前

地震規模：M7.1程度

30年以内の発生確率：不明

平均活動間隔：不明

最新活動時期：不明

主要98断層帯で発生する地震に対して

予測された地表の震度分布（その２）

地震規模：M7.5程度

30年以内の発生確率：ほぼ0%

平均活動間隔：約2600年ー4100年

最新活動時期：14－17世紀

31-2 平井ー櫛挽断層帯31-1 関東平野北西縁断層帯主部30-1 関谷(せきや)断層
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主要98断層帯で発生する地震に対して

予測された地表の震度分布（その３）

地震規模：M7.4程度

30年以内の発生確率：0.5%～2%

平均活動間隔：10000年ー15000年程度

最新活動時期：約20000年前ー13000年前

34-1 立川断層帯 35-1 伊勢原断層

地震規模：M7.0程度

30年以内の発生確率：ほぼ0%～0.002%

平均活動間隔：4000年ー6000年程度

最新活動時期：5ー18世紀
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主要98断層帯で発生する地震に対し

て予測された地表の震度分布（その４）

地震規模：M7.5程度

30年以内の発生確率：0.2%～16%

平均活動間隔：約800－1300年

最新活動時期：12ー14世紀前半

地震規模：M6.6程度もしくはそれ以上

30年以内の発生確率：6%～11%

平均活動間隔：1600年ー1900年程度

最新活動時期：2300年前ー1900年前

36-1 神縄・国府津(かんなわ・
こうづ)断層帯

37-1 三浦半島断層群主部
衣笠・北武断層帯

37-2 三浦半島断層群主部
武山断層帯

地震規模：M6.7程度もしくはそれ以上

30年以内の発生確率：ほぼ0%～3%

平均活動間隔：1900年ー4900年程度

最新活動時期：6ー7世紀
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主要98断層帯で発生する地震に対して

予測された地表の震度分布（その５）

地震規模：M7.4～7.8程度

30年以内の発生確率：ほぼ0%

平均活動間隔：800年ー2500年

最新活動時期：1847年善光寺地震

39-2 十日町断層帯東部 40-1 長野盆地西縁断層帯

地震規模：M7.0程度

30年以内の発生確率：0.4%～0.7%

平均活動間隔：4000年ー8000年程度

最新活動時期：不明
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地震規模：M8程度

30年以内の発生確率：14%

平均活動間隔：約1000年

最新活動時期：約1200年前

地震規模：M8程度

30年以内の発生確率：14%

平均活動間隔：約1000年

最新活動時期：約1200年前

地震規模：M8程度

30年以内の発生確率：0.2%～11%

平均活動間隔：1500年ー1900年

最新活動時期：約2100年前ー1000年前

主要98断層帯で発生する地震に対して

予測された地表の震度分布（その６）

41-1 糸魚川-静岡構造線
断層帯北部・中部

42-1 糸魚川-静岡構造線断層帯南部 43-1 富士川河口断層帯
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相模トラフ沿いの地震

Mw７．９M７．９程度マグニチュード

0.94％ほぼ0％～5％50年発生確率

0.076％ほぼ0％～0.9％30年発生確率

設定モデル長期評価

Mw６．７～７．２M６．７～７．２程度マグニチュード

88％90％程度50年発生確率

７2％70％程度30年発生確率

設定モデル長期評価

１．大正型関東地震の諸元

２．その他の南関東で発生するＭ（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）７程度の地震

地震のモデル化の方針
・大正型関東地震の平均発生間隔は元禄地震（1703.12）と関東地震（1923.9）の間隔に基づいて219.7 年とした。
・震源域の場所に関して、大正型関東地震については固有の断層面を設定する。

その他の南関東で発生するM7 程度の地震はフィリピン海プレート上面、フィリピン海プレート内、太平洋プ
レート上面の3 つのタイプの地震に分類した上で、それぞれ提案されている領域内に複数の断層面を置き、す
べての断層面で等確率で地震が発生すると仮定した。断層の大きさが明示されていない場合にはマグニュード
M に応じた断層面積S（log S=M-4）を目安に一辺の長さを定めた正方形の断層を仮定した。
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４．地震動予測地図の活用について
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地震動予測地図の活用

○地震に関する調査観測関連

・地震に関する調査観測の重点化の検討

○地域住民関連

・地域住民の地震防災意識の高揚

○地震防災対策関連

・土地利用計画や、施設・構造物の耐震設計にお
ける基礎資料

○リスク 評価関連

・重要施設の立地、企業立地、地震保険などのリ
スク評価における基礎資料
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地震ハザードステーション （防災科学技術研究所）
J-SHIS (Japan Seismic Hazard Information Station)

地震動予測地図の公開システム 確率論的地震動予測地図
（拡大例）クリックした地点の
計算値が左側の表に表示さ
れる。

震源断層を特定した地震動予
測地図震源パラメータや震源
断層モデル等を表示すること
もできる。http://www.j-shis.bosai.go.jp/

J-SHISは、(独)防災科学技術研究所ホームページの中の「公開情報地震」にあります。
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５．地震に関する学校環境について

公立学校施設の耐震化状況
※ 本資料は、拡大したものを別資料として配布

【参考】 文部科学省ホームページ 報道発表
公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/18/06/06053106.htm

○公立学校施設の耐震化状況

○防災教育への資料提供

全国を概観した地震動予測地図について
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【小中学校】
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「地震を知ろう」（子ども向けパンフレット）

子どもを対象に、地震について
の正しい知識を持ち、地震に対
して備えることの大切さを理解す
るために作ったパンフレットです。

○地震調査研究推進本部ホームページ
「地震に関するパンフレット」
http://www.jishin.go.jp/main/p_koho01.htm

キ
リ
ト
リ
セ
ン

家の人と確認しておこう

「１７１災害用伝言ダイヤル」の使い方

防災メモ（切り取って携帯）

学校にいる時、
地震が起きたら

通学路の安全も
チェック

※提供写真を除き、利用は自由！
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地震調査研究推進本部ホームページ

http://www.jishin.go.jp

○地震ハザードステーション
J-SHIS

（防災科学技術研究所）

「全国を概観した地震動予
測地図」更新の発表

○「パンフレット」 一般向け～子供向け

○「地震セミナー」 開催案内、レジュメ等資料

○キッズページ(子供向け)




















